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またそれ を k比定する所得 =~..\::I~状況の劣恋さや.結*と
しての労働力のE如実などと深〈結びついたttl凋の大日の
存hとして1;1.fJl.ゎiLていむい_ ，:':j)支続的成lと沿紅て，ifrf~十
=1古賀水 .v のー定の I'.~ かむた九き tl. i-として凹f久消
岱財の ttfí~ 泣なとを r")千千と「る 'k ，，'jの í，:';j l文化f凡後J(I:EIL.: 































に!民間さ れている まず， r資本f.i似の.tt桜に現われる
li与の差の拡大 Hあるいは rj~~ ~\~;変動の波にもてあそ iま
れて労働強化と失たをくリかえず労働者'1.;，1';の不安d23と
いった.資本関係のjl}生産の'1から'J三みたされる:たたや
fJ~1~ 全に規定された f，!...ぃ貧l村 は，':il支経治IlU::とlu¥itl:
l正l家政策によ って今tIでは者 しく減少している したが
りて このような1tl叫IJ. .時期i未級品の社会階l材に伐ると
してら，そil:.iやかて 無限にほi少して車守には ìi'íi~ ずる
むのと楽観寸るニと LできょうJ031 とこ ろが今J!UHf-oi
成長の FでのUWr午、析と成1;+品iiの安化に適応でき弘い
人々. たとえば ι~Î'.r.， jlFj!:J!t (，:I f，'， ilH，ÎJ .r;ーや ú jJJ，ll~
v也'al，:の人々などが成長社会からこIlil.込ちるという.f)r 














































































































これらの J~lnJ消 '1'(li. 11;明人的消'伎の一般的条件であリ，
r.s，1iの労働者家践はそれなしでは生きていくことはでき
ない またそれは.êé本主Jをの発注によって大~，(lYf 'I~ が
i足 iffi さ1L.例入{ドJi~げIか多様化. t広大すれはするほど多
f(HじL拡大する傾向をもっ ところで氏によれ'If. これ





L たがってその大部分 I.J.公共の千で供給されるのか f~i凶
てある こうして郎rli労働 符のm同的生活械式の'1'で.










ては本氏は次の 4 つをあけている ~8)( 1}資本主義の'l:.r'r と
消貨が無計凶iに行われるよとによって.公'lJ;'防止地I~や
道路のMI硲， io'iM地.3などの需要か:f，近的に橋大し.公
的n策 'l~ はそれに j白いっけない (2)その，('(ifJはつねに''''
・Wl'i!0般の制約をうけている (3)公共事業の îf~ /.( が'主政
H止のit成におかれている。(4)公的対策が白ii，ti'必のた
め，jp企71'事て'，JPJ:¥-t.(lt)である このようなIJ;(休lによ 3てn












































































































































~竺1 入 戦500人以上 1∞-499人 30-99人
3狗~~oli・ 15.7 26.2 32.7 
34 24.7 34.6 40.1 
35 27.1 36.2 40.7 
36 30.0 39.0 43.4 
37 21.5 33.2 37.0 
38 22.2 33.7 37.7 
39 26.5 35.5 40.1 
40 20.1 29.4 34.1 
41 18.5 28.2 33.5 
42 25.1 32.6 39.1 
43 24.7 33.1 34.5 
44 24.5 32.0 32.1 






労働JJ・ぷ f~抗力、ニれまた ~l純に Iずi大しつづけてい tl ，%.
.p年的な「適応 のj!iれは必fしも 長HIに同定する火t;
・1氏H1i:1!'iの党'1=.とは結びつかないだろう。つまリ fj@.



















率 錐 聡 * 5 -29人 5∞人以上 1∞-499人 30-99人 5 -29人
41.7 17.1 25.5 32.1 34.5 
40.7 16.1 25.5 32.2 32.3 
40.2 18.6 27.2 32.8 33.6 
43.3 21.4 31.6 38.6 37.9 
38.9 22.2 30.2 34.8 32.4 
38.2 21.2 31.6 33.9 32.5 
33.7 23.4 33.3 37.2 31.3 
34.9 21.6 30.2 33.9 31目7
34.8 19.3 28.0 32.6 30.3 
32.0 21.1 30.5 35.6 30.0 
30.8 21目7 29.9 32.7 28.7 
30.2 22.0 28.9 31.3 28.2 





るtPliJ段階に応して. -}-J て・労働力，<Ci安:ヵ‘ :~I.j宝に J広大




















時 fi蛮応j のi笠 ilは具体的に資本からのti~= 失禁とい
(21 ) 























































の効率の惑さも「古典的貧困J 規定する~凶 と全〈 巽っ
たものではなし労働力販売条件との内的関連によって
それと結ぴっき.それがひきおこしている貧困の社会的
循環の中に組み入れられた 1つの契機と して犯催でき よ
7。
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表 -2 農家殺業従事者の推移 (1，∞0人，%) 




年 必玄3‘、 1十 t十 貨労 出 稼 人犬・日 If(
昭和3!'>年 6366 4806 1!'>60 4111 1188 1645 179 1099 2367 
昭相40年 7781 5382 2400 6128 1606 1882 550 2090 1719 
昭和45年 8583 5614 2969 7098 1652 2523 407 2516 1650 
2217 808 1409 2987 464 878 228 11417 ム 717
35iJ: I J析力日本 34.8 16.8 90.3 72.7 39.1 53.3 127.4 128.9 630.2 
資料:農tt:;業センサス
表 -3 女千itl.用1iの年令階級別檎成比と10¥用不の推移 (%) 
政-----芝令 ，;十 15 - 19 20 - 24 25 - 29 
昭和30年 100.0 25.5 29.7 
t揖
35 100.0 25.3 27.5 
成
40 100.0 19.4 27.5 
比
45 100:0 13.2 28.8 
昭和30年 16.5 30.5 36.2 
府
35 21目。 39.2 46.7 
1 
40 24.4 33.4 55.6 
7事






に r~ めるその訓Úlj 4 '，;1から 2'，1;にf!l卜 している つま
り.EZ'ぶの多くが離脱または.lkj';;化を推進させたのであ
るが.その行先は主としてn労働者化てあった.その例
として築業従事おの内択を比てみると. tll:t+I.Ik '~三 !iがl正





















30 - 34 35 - 39 40 -54 55 - 64 65歳以上
8.1 6.9 13.4 2.4 0.7 
8.7 7.5 14.7 2.9 0.7 
8.4 9.2 19.2 4.1 0.9 
8.1 9.3 22.8 5.5 1.2 
12.4 12.4 10.0 4.2 1.3 
16.6 16.3 14.0 6.0 1.6 
19.0 22.9 20.9 9.8 2目3
21.0 24.9 26.1 13.9 3.1 
表-4 転験者の年令別規様附移動刊行制47年 (%) 
年令 Ix:分 上向 水マjl 下 ir'l 
J十 35.8 34.5 29.7 
19，攻以下 41.3 29.0 29.7 
20 - 24 35.3 32.7 32.0 
25 - 29 37.1 35.1 27.8 
30 - 34 37.6 36.8 25.6 
35 - 39 33.7 41.1 25.2 
40 - 49 31.2 42.1 26.7 









った 30 .桂から54喰ま での 9.:{-が1;:.{lf(11J行全体に 1]め
る古1{-lIj H!{f1l35il の28. 4%に対して O{~相45年では40 .2%




表-5 製造業内部における規模問移動(昭和41年) (%) 
現~空 計 5∞人以上
(491，8∞人)
計 l∞.0 14.9 
5∞人以上 15.2 5.5 
l∞-499 22.2 4.1 
30 - 99 31.1 2.9 






































100-499 30 -99 5 -29 1 - 4 
24.4 27.6 29.3 3.3 
(26) 
3.8 3.2 2.4 0.2 
8.1 5.5 4.2 0.3 
7.6 11.6 8.0 0.9 
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表-7 農家における賃労働就業者のうち短期就業者の占める割合 (1.000人. %) 
区分 在 宅 就 職 就
うち短期就業をくり
性年令 在宅就職者総数ω かえしているもの侶) @ω ) 在宅就職者総数(C)
総 数 468.6 37.9 8.1 414.6 
総 数 253.4 24.9 9.8 221.6 
19歳以下 114.2 3.2 2.8 173.1 
20-24綾 32.6 2.7 8.3 22.5 
男
25-29 23.7 3.2 13.5 、9.8
30-34 21.4 3.9 18.2 5.5 
35歳以上 61.4 11.8 19.2 10.6 
総 数 215.2 13.1 6.1 193.1 
19歳以下 124.7 2.9 2.3 167.2 
女
20-24歳 33.2 2.1 6.3 18.3 
25-29 12.7 1.1 8.7 3.6 
30-34 13.2 2.3 17.4 1.7 






































































年~ 産 業 計 事E 造 業
昭和34年 26.1 29.3 
35 24.4 28.0 
36 23.2 27.1 
37 19.5 22.6 
38 19.2 23.2 
39 17.0 20.9 
40 14.3 17.5 
41 18.5 23.7 
42 19.5 25.0 
43 21.8 26.8 



















約 3;出l‘またその下方 1.5分位の 6-8制という低い水
準にあることが~U侍されている J7} また，その生活は.半
ばスクラ γプ{じした耐久消，['i財を若干所有しながらも，






























また所得=消費水~，の Ip なる II:~低ではなく，不規則なJii.t






第3に. しかし 1'.のような強，刻は.必ず しも今Hの1t
l付問題を.原J!i.労働条{午あるいは所得=消代水;1'-の!日i
~に限定しようとするものではな、、。 もと L と îtl州の社





くんだ位出主 1"1'俗てとらえる必安ー があろう。 'tiliのflilJに
ある「適応」への品IWJや礼会(I~J 共同ilm予段の平IJ川可能
，:， i:の不足むそうした~!幾と して if(要であリ.也市川iLa
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